
 

阿見町市民活動支援補助金交付要綱 

 (趣旨) 

第1条 町は、地域の活性化や地域課題の解決を図る事業を実施する団体 (以下「市

民活動団体」という。)を支援することで、市民活動の活性化及び協働のまちづく

りを促進することを目的として、予算の範囲内で阿見町市民活動支援補助金(以下

「補助金」という。)を交付するものとし、その補助金の交付については、阿見町

補助金等交付規則(昭和51年阿見町規則第6号)に定めるもののほか、この要綱に定

めるところによる。 

(定義) 

第2条 この要綱において「市民活動」とは、営利を目的とせず広く社会を良くするために

自発的に行う公益的な活動で、次のいずれにも該当するものをいう。 

(1) 地域社会に貢献する活動 

(2) 継続的かつ計画的な活動 

(補助金の対象団体) 

第3条 この要綱による補助金の交付対象となる団体(以下「対象団体」という。)は、市民

活動を行う団体で、次に掲げる全ての要件に該当するものとする。 

(1) 町内に事務所を有し、又は町内に主な活動の拠点があること。  

(2) 構成員が5人以上で、町内に在住し、又は在勤し、若しくは在学する者が含ま

れていること。 

(3) 活動の目的が定款、規約、会則等で定めてあること。 

(4) 事業の執行及び事務の処理を独立して行うことができること。 

(5) 事業計画、予算及び決算を示すことができること。 

2 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する団体にあっては、対象団体と

しない。 

(1) 特定の個人又は自らの利潤を追求することを目的とする団体 

(2) 選挙活動若しくは政治的活動又は宗教的活動を目的とする団体 

(3) 暴力団 (阿見町暴力団排除条例 (平成23年阿見町条例第19号 )第2条第1号に規

定する暴力団をいう。)又はその関係者(暴力団の構成員及び暴力団の維持運営等

に協力し、若しくは関与する等これと関わりを持つ者をいう。 )の統制下にある

団体 

(4) 前3号に掲げる団体のほか、法令又は公序良俗に反する活動を行っていると認

められる団体 

(補助金の対象事業) 

第4条 この補助金の交付の対象となる事業(以下「対象事業」という。 )は、市民活

動のうち、次に掲げる全ての要件に該当する事業とする。 

(1) 町民等を対象として、主に町内で実施する事業であること。 

(2) 対象団体自らが企画する事業であること。 

(3) 協働のまちづくりの発展に繋がる事業であること。 

(4) 支援を受けようとする年度内に完了する事業であること。 

2 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは、対象事業としない。 

(1) 市民活動団体の構成員のみを対象とするとき。 

(2) 施設等の建設及び整備を目的とするとき。 

(3) 国、地方公共団体及び公共・公益法人等の公的機関から他に補助金等を受け

るとき。 

(4) 営利を目的とするとき。 

(5) 前各号に掲げる事業のほか、町長が適当でないと認めるとき。 

 (補助金の対象経費) 



 

第5条 補助金の交付対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、対象事業に直接

要する経費のうち、別表に掲げるものとする。 

2 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものについては、補助対象経費としない。 

(1) 市民活動団体の事務所の維持管理費 

(2) 市民活動団体の構成員に対する人件費及び報償費、旅費及び食糧費 

(3) 前2号に掲げるもののほか、町長が補助対象経費として適当でないと認めるも

の 

(補助金の額等) 

第6条 補助金の額は、次の各号に定める交付回数に応じて、当該各号に定める補助率を乗

じて得た額とし、20万円を限度とする。この場合において、補助金の額に1,000円未満の

端数を生じたときは、これを切り捨てた額とする。 

(1) 1回目 10分の9 

(2) 2回目 10分の8 

(3) 3回目 10分の7 

2 補助金の交付回数は、各年度において、1の対象団体に対し1回までとし、同一の

対象団体が実施する同一の趣旨の事業につき、最大3回までとする。 

 (補助金の交付申請) 

第7条 補助金の交付を受けようとする対象団体(以下「申請団体」という。 )は、別

に定める期日までに阿見町市民活動支援補助金交付申請書(様式第1号)に必要な書

類を添付して、町長に提出しなければならない。 

 (補助金の交付決定) 

第8条 町長は、前条の交付申請について審査し、その内容が妥当であると認めたと

きは、阿見町市民活動支援補助金交付決定通知書（様式第2号）により、対象団体

に通知するものとする。この場合において、町長は、補助金の交付決定にあたり

必要な条件を付すことができる。 

(補助事業の内容変更等) 

第9条 前条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた対象団体 (以下「交付決

定団体」という。)は、当該補助金の交付の対象となった事業(以下「補助事業」と

いう。)の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、阿見町市民活動支援補助

金事業内容変更申請書(様式第3号)を町長に提出して、その承認を受けなければな

らない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

(補助事業の中止又は廃止) 

第10条 交付決定団体は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あら

かじめ阿見町市民活動支援補助金事業中止 (廃止 )承認申請書 (様式第4号 )を町長に

提出しなければならない。 

(実績の報告) 

第11条 交付決定団体は、補助事業が完了したとき(補助事業を中止し、又は廃止し

たときを含む。)は、補助事業が完了した日(補助事業を中止し、又は廃止した場合

は、中止又は廃止の日)から起算して30日以内又は補助事業を実施した年度の末日

のいずれか早い日までに、阿見町市民活動支援補助金実績報告書(様式第5号)に必

要な書類を添付して、町長に提出しなければならない。 

(補助金の額の確定) 

第12条 町長は、前条の規定により提出された実績報告書の内容を審査し、第4条及

び第5条の規定による補助金の交付内容に適合していると認めるときは、補助金交

付決定額又は実績報告書により算出した額のいずれか低い額を交付すべき補助金

の額として確定し、阿見町市民活動支援補助金確定通知書(様式第6号)により、当

該交付決定団体に通知するものとする。 

(補助金の請求及び交付) 



 

第13条 補助金の交付は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に

行うものとする。ただし、町長が補助事業の遂行上で必要と認めた場合は、補助

金交付決定額の2分の1以内の額を概算払することができる。 

2 交付決定団体は、補助金の請求をしようとするときは、阿見町市民活動支援補助

金請求書(様式第7号)を町長に提出しなければならない。ただし、前項ただし書の

規定により概算払を受けようとする場合は、阿見町市民活動支援補助金概算払請

求書(様式第8号)を町長に提出するものとする。 

3 町長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに補助金を支給するもの

とする。 

(補助金の交付の取消し及び返還) 

第14条 町長は、交付決定団体が偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を

受けた場合は、当該交付決定の一部又は全部を取消し、既に補助金を交付してい

るときは、その返還を求めることができる。 

2 町長は、前項の取消しを行ったときは、阿見町市民活動支援補助金交付決定取消

通知書（様式第9号）により交付決定団体に通知するものとする。 

(帳簿等の整備及び保管) 

第15条 交付決定団体は、補助事業に係る収入及び支出に関する帳簿並びに証拠書類

を整理し、補助事業の完了した年度(補助事業を中止し、又は廃止した場合は、中

止又は廃止した年度)の翌年度から起算して5年間保存しなければならない。 

(公表) 

第16条 町長は、この要綱に基づく補助金の交付を決定した事業について、次に掲

げる事項を公表するものとする。 

(1) 交付決定団体の名称 

(2) 補助対象事業の名称、概要及び事業費並びに補助金交付予定額 

(3) 第 11 条の規定により報告された内容の概要、事業費並びに補助金額 

(その他) 

第17条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この告示は、令和2年4月1日から施行する。 

(阿見町市民公益活動支援制度要綱の廃止) 

2 阿見町市民公益活動支援制度要綱(平成29年阿見町告示第9号。以下「旧要綱」と

いう。)は、廃止する。 

(経過措置） 

3 この告示の施行前に、旧要綱の規定により行われた手続その他の行為については、

この告示の相当規定により行われた手続その他の行為とみなす。 

附 則(令和4年3月7日告示第38号) 

この告示は、令和4年4月1日から施行する。 

附 則 

 (施行期日) 

1 この告示は、令和7年4月1日から施行する。 

 (準備行為) 

2 この告示による補助金に係る手続その他必要な行為は、この告示の施行前におい

ても、行うことができる。 

 

 


